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第 1 章 アメリカの大学における STEM 教育改革 
 
1. 本章の目的 

























 2000 年から 2009 年まで、アメリカの学士課程のうち、理工系が占める割合は 32％で
ほぼ一定であった（NSF 2014: appendix table 2-18）。この数字は、中国の 50.7%、マレ
ーシアの46.9%、シンガポールの45.6%、韓国の41.4%、台湾の40.2％と比較して低い（NSF 




まっており、他は進路変更・退学となっている（NSF 2014: table 2-8）。すなわち、理工
系志願学生の 3 分の 1 が、大学入学後、理工系からドロップ・アウトしている。調査によ
れば、ドロップ・アウトは、大学入学後、最初の 2 年間に集中しており（PCAST 2012: 5-10）、
入門レベルの教育に問題があることを示唆する。多くの大学において、理工系の入門科目
は、200 人から 300 人の学生を対象に、大講義室で開講されることが多い。 
 理工系分野からの大学生のドロップ・アウトは、初等・中等教育の問題でもある。高校
生を対象とする標準テスト ACT によれば、2014 年度受験者のうち、43%しか大学教育に
十分な数学の力を身につけておらず、理科については 37%である（ACT 2014: 3）。2011
年度、国際的な比較テスト TIMSS によれば、数学において、アメリカの小学 4 年生は世
界 11 位であり、中学 2 年生は世界 9 位、理科において、小学 4 年生は 7 位、中学 2 年生
は 10 位にとどまる（TIMSS&PIRLS 2012）。また、2012 年度、15 才を対象とした国際
比較テスト PISA によれば、OECD 諸国 34 ヵ国中、アメリカは、数学で 27 位、理科で
20 位となっている（OECD 2014: 5）。上位にランクされているのは、上海・香港・マカ
オを含む中国、シンガポール、台湾、韓国、日本となっている。 
 アメリカが、STEM 人材不足をこれまで海外からの人材獲得で補ってきたことはよく知
られている。2010 年度、理工系人材の 27.4%は海外出身者であり（NSF 2014: appendix 
table 3-20）、2011 年度、理工系分野における修士号取得者の 26%、博士号取得者の 34.2％




活動・研究活動の活発化である。例えば、2011 年度、アメリカの研究開発予算は 4291 億
ドルであったが、中国は 2082 億ドルであり、中国は 4 年間で予算を 2 倍にしている（NSF 
2014: appendix table 4-13）。また、2008 年度、中国は 110 万人の理工系学士を生み出
したが、これは、アメリカの 2 倍である。さらに、2010 年度、中国における 3 万 1 千人
の理工系博士号取得者数は、アメリカにおける 3 万 2 千人の理工系博士取得者数とほぼ同




3. 過去の STEM 教育改革 
 アメリカ政府と財団・団体・学会は、上述した状況について理解しており、STEM 教育
改革に努力してきた。主な組織として、National Science Foundation (NSF)、National 
Institute of Health (NIH)、Association of American Colleges and Universities (AAC&U)、
Association of American Universities (AAU) 、 Association of Public Land-grant 
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Universities (APLU)、National Research Council (NRC)、American Association for the 
Advancement of Science (AAAS) 、 American Physical Society (APS) 、 American 
Chemical Society (ACS)などがあげられる。 
 政策評価を行っている U.S. Government Accountability Office (GAO)によれば、2004
年度、連邦政府は 207 の STEM 関連支援プログラムを実施した（GAO 2005:3）。総予算





ラムは成功していない。教育省の Academic Competitiveness Council の報告によれば、
これらのプログラムには重複した目的や支援先が多く、結果や効果についての評価が十分
ではないとされている(Department of Education, 2007: 26-29)。 
 むしろ、成功しているのは学協会や学術団体によるプロジェクトである。AAC&U によ
る Project Kaleidoscope(PKAL)、AAU による STEM Education Initiative、APLU によ
る Science and Mathematics Teaching Imperative、STEM Education Centers Network
は着実な成果を上げており、 AAAS の出版物である Vision and Change: In 
Undergraduate Biology Education や Describing & Measuring Undergraduate STEM 
Teaching Practices 、 NRC による How People Learn 、 Promising Practices in 
Undergraduate Science, Technology, Engineering and Mathematics Education 、




 これまで多くの調査や報告が、STEM 教育における High Impact Practices と呼ばれる
教育効果の高い実践を紹介してきたが、実際の授業には、ほとんど変化がなかった











 このプロジェクトの主要なテーマを AAU のウェブ・サイト：Undergraduate STEM 







表 1 各大学の取り組み 
 アクティブ・
ラーニング 
FD IR カリキュラム改革 教授法研究 
ブラウン ○   ◎  
ノース・カロライナ ○ ○  ◎  
コロラド ○ ◎   ◎ 
ペンシルバニア ◎     
ワシントン ◎ ○   ○ 
ミシガン州立 ○  ○  ◎ 
アリゾナ ◎ ○ ○ ○  
UC デービス  ○ ◎   
 






Charles C. Bowell と James A. Eison は、アクティブ・ラーニングを「学生を活動およ
びその考察に導くものすべて」と定義した （Bowell and Eison 1991:2）。アクティブ・
ラーニングにおいて、講義は、しばしば、事前のビデオ学習によって代替され（反転授業）、
授業は演習やグループ活動を中心として、教員の役割も学生のグループ活動のためのファ





 STEM 教育におけるアクティブ・ラーニングの検証に関して、Scott Freeman は、225
の事例論文をメタ分析することによって、6%の教育効果の向上を証明した（Freeman et al. 
2014）。パイロット校のワシントン大学では、入門物理学の大規模授業を受講した 2000
名の学生の参加を得て、アクティブ・ラーニング型の授業と従来の授業との比較を行い、
前者は、物理学に対する学生の姿勢が積極的になったことを明らかにした（Cahil et al. 
2014）。PCAST は、アクティブ・ラーニングが「知識の習得、クリティカル・シンキン
グの習得、STEM 科目に対する積極的な姿勢、そして、STEM 学生の保持に対して有効で
ある（PCAST 2014: 17）」と結論づけている。また、AAU は、「アクティブ・ラーニン
グはすべての学生に対して有効であるが、特に、教育環境に恵まれなかった学生やマイノ




ても研究している（Fisher et al. 2013）。コロラド大学では、物理教育が研究領域として
設定されており、テクノロジーの利用や評価方法、教育改善のモデルが、研究テーマとし
て取り上げられている。ミシガン州立大学においては、初等・中等教育における理科教育
のための基準 Next Generations of Science Standards を参照して、大学レベルの STEM
教育と評価方法を改善しようとしている（Cooper 2014, Krajcik 2015）。 
 










7. アクティブ・ラーニングと IR 















化学を取り上げる。この科目は、Vincente Talanquer と John Pollard によって、2008 年
から、Chemistry XXI プロジェクトとして、開発が行われてきた。ここでは、2016 年、2 
月 22 日に実施した John Pollard へのインタビューと公開されている資料に基づいて、分
析を行う。 
 入門化学は、300 名の学生が履修する 4 単位、10 週間の科目であり、講義と実験、TA
による演習からなる。毎週、講義は 3 回、実験は 1 回である。講義は、3〜4 のモジュール




として活動していることである。この科目のテキスト Chemical Thinking には、教員向け
の講義ノート、実験ノート、討論テーマが準備されており、学科の教員で共有されている。 
 Chemistry XXI の目的は、学問的深さ、統合、論理的思考、そして、概念理解である。
それらは、既存のカリキュラムが、専門性と社会的文脈のいずれかを強調して過ぎている
という反省に基づいている（Talanquer and Pollard 2010）。「新カリキュラムの中心命
題は、化学的思考には汎用性があり、理工系の学生の進学・就職・社会生活において、実
際に有用である」というものである。 




「Learning Progressions」の手法である（Cocoran, Mosher, and Rogat 2009:16）。 


























習習慣、アジアにおける STEM 人材への高い需要などがあげられる。 




信の欠如は続いている。2011 年度の TIMSS において、「数学を学ぶことが好きである」
と回答した台湾・日本・韓国の小学 4 年生・中学 2 年生の割合は、参加国中、ほぼ最下位
である（TIMSS & PIRLS 2012: 330-335）。この傾向は理科についてもほぼ同様である。 










and tyler 2015: 53-54)。 
 これに対して、大学入学時には、専門を定めず、教養学部への一括入学が一般的なアメ
リカの大学では、初年次に開講される STEM の入門科目が、学生の選別を行っている









確で、一貫性がある（Valverde and Schmidt 1998）。特に、アジアにおける、中央政府
の教育行政への高い関与や全国的なカリキュラムの存在は、新しい教育方法を普及させる
ことに有用である。 






















 AAU の STEM 教育改革は、上記の動向を踏まえたものである。実験校は、アクティブ・
ラーニングの実践だけではなく、IR や FD、学習理論やカリキュラム改革、教育分析に取
り組んでいる。これらの世界的研究大学が、本格的に教育改革に乗り出したことによって、
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第 2 章 STEM 教育改革の国際比較 
 
1. はじめに 
 今日、多くの国が、中等教育から大学院教育までの STEM 教育改革を実施している。ア
メリカでは、AAC&U が 1989 年より Project Kaleidoscope に取り組んでおり、AAU は











って、国内における STEM 人材の育成を図ると同時に、海外から才能のある STEM 人材
を好待遇で迎えている（Hanson and Slaughter 2013, Machi 2009）。 
 本章は、STEM 教育改革に関連する文献調査と、これまでに実施したアジアとアメリカ






2. アメリカにおける STEM の課題 
 アメリカにおけるSTEM教育を詳細に検討すると、3つの課題が明確になる。一つ目は、
STEM 人材の不足である(AAC&U 2014:4)。知識基盤社会の台頭に伴って、STEM 関連人





ないことから生じている。表 1 にあるように、中国や韓国では、40%以上の大学生が STEM




表 1 STEM 分野の大学卒業生の割合 
 大学卒業者数 STEM 分野卒業者数 STEM の割合 
中国 2,590,535 1,288,999 49.8% 
インド(2003) 2,052,197 525,374 22.6% 
アメリカ 1,668,227 463,186 31.5% 
日本 564,035 176,753 31.3% 
韓国 308,162 123,658 40.1% 
台湾 227,174 88,294 38.9% 
 
 これは、アメリカの学部教育が、2 年次、3 年次から専門分野を決定する教養学部が中
心で、たとえ STEM 分野の専攻を念頭に大学に入学しても、学生が専攻を変更することが
できることによる（Late Specialization）。2009 年に行われた調査によれば、STEM 志
望の大学入学者のうち、5 年以内にその分野で学士号を取得したものは、60.3%にとどま
る（NSF 2014 Table 2-8）。これについて、二つの大きな理由としてあげられるのが、中
等段階における不十分な STEM 教育と、大学において、大規模で実施され、十分な学習支
援が得られない新入生向けの入門科目である（AAC&U 2014:3, PCAST 2012: 5）。 
 二つ目は、海外からの理工系人材への過剰な依存である。2011 年、アメリカにおける科
学技術分野における博士号の 36％は留学生に対して授与された（NSF 2014 appendix 












3. アメリカにおける STEM 教育改革 









































  PISA や TIMMS における高いスコアに示されるように、東アジアの若者は、中等教育






表 2 STEM 分野におけるアジア人生徒の成績 
 PISA（数学） PISA（理科） TIMSS（数学） TIMSS（理科） 
 15 歳 (2012) 8 学年 (2011) 
1 上海 上海 韓国 シンガポール 
2 シンガポール 香港 シンガポール 台湾 
3 香港 シンガポール 台湾 韓国 
4 台北 日本 香港 日本 





い（TIMMS & PERLS 2012）。往々にして、彼らは、学習活動において、好奇心や内発
的な動機を欠いている。これは、アジアの教育の欠陥とも言えるものであり、イノベーシ
ョンのように、自発的なアイデアや創意工夫が求められる時代にふさわしいものではない。 
 アジアにおける STEM 教育の現状を詳細に論じたものとして、オーストラリアの研究者




















































表 3 能力の多様性 
能力  
言語 学問的能力 















 さらに、知識基盤社会で強調されるイノベーションに関連して、Teresa Amabile は、




















          






               
 












 イノベーションは、工学、特に、技術革新に限定されたものではない。Tim Brown によ
れば、イノベーションは、技術とビジネス（採算性）とニーズ（デザイン）の結合である
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第 3 章 エリート大学物理学科の国際比較 
 
1. はじめに 
 筆者は、これまで、2009 年 9 月、リトアニアのヴィリニュスで開かれた European 





















 その後、筆者は、2016 年 9 月、ルーマニアのコンスタンティンで開催された EUPEN






















































3 月 9 日 
教務委員長である教授への 1 回目のインタビュー、3 回の講義見学、教員・大学院生（10
名）との懇談、2 回の実験見学、同教授への 2 回目のインタビュー 
3 月 10 日 
2 回の講義見学、同教授への 3 回目のインタビュー 
 
チューリッヒ工科大学 
3 月 13 日 
2 回の講義見学 学科長への 1 回目のインタビュー 1 回の講義見学 実験設備・オンラ
イン教材開発設備見学 高大接続担当者へのインタビュー 学科長への 2 回目のインタビ
ュー 
3 月 14 日 
生物物理学担当の物理学教授へのインタビュー 
大学院生 2 名へのインタビュー 






位置し、これまでに 29 名のノーベル賞受賞者を生み出している。特に、20 世紀初頭、量
子力学の黎明期における、J.J. トンプソン、アーネスト・ラザフォード、ローレンス・ブ
ラッグ、アーサー・コンプトン、1960 年代、分子生物学の幕開けとなったフランシス・ク
リック、ジェームズ・ワトソンの活躍が知られている。2017 年度、Times Higher Education、






理学部の定員が 400 名で、物理学志望は 150 名である。入学に際しては、全国共通テスト
である GCE の A2 レベルとインタビューを課している。近年、A レベルの水準が下がって
いるので、現在、個別試験の実施も検討している。 
教育制度 
 伝統的に 3 学期制であり、1 学期は 8 週間である。したがって、教員が教育活動に拘束
されるのは、実質、半年である。試験は、年度末である 6 月に、一斉に実施される。各科
目 2 時間である。3 年間で学士号が取得できるが、120 名程度は、もう 1 年学んで、修士
号を取得する。授業は、講義、演習、スーパヴィジョンからなる。いずれも、週 2〜3 回



























 チューリッヒ工科大学物理学科は、これまでに 8 名のノーベル賞受賞者を生み出してお
り、その中には、アインシュタインが含まれる。2017 年度、Times Higher Education で














 初年次は、物理学と数学しか履修しない。2 年次から実験を行う。授業は 45 分間である。 
演習は TA が担当しており、1 クラス 20 名である。数学のレベルは高いが、演習における
支援が充実している。1 年間に 60ETCS を取得する。これは週 30 時間相当である。学士
取得には 3 年間、180ETCS が必要である。成績評価は 1 から 6 で 0.25 刻みである。 
 秋学期が 7 週間、春学期が 14 週間の 2 学期制である。試験前には、準備期間があるの










 修士は 2 年間で、90ETCS が必要である。7 割が博士課程に進学している。博士課程の
学生は大学に雇用されている。博士号取得者のうち、大学教員を目指すのは 1 割であり、
多くは、ABB、IBM、Google などの民間企業で研究者を目指す。博士課程の学生の 3 分
− 27 −
の 1 は、アジア系である。 
その他 
 物理学科は、生物学科のための物理学も担当している。国際交流の観点から交換留学を

















表 1 物理学科の比較 
 東京大学 Cambridge ETH 
THE(2017) 39 位 4 位 9 位 
国内大学進学率 50％ 60％ 20％ 
入学資格  GCE A2 Matura 
授業料 50 万円 £9,250 
（約 141 万円） 
CHF69 
（約 8 千円） 
入学選考 センター・個別 インタビュー なし 
初年次 1100 名（理 1） 理学部 600 名 物理学科・数学科200
名 
物理学科進学 70 名 150 名 140 名 
進学 進振 制限なし 初年次合格率 50％ 
兵役義務 なし なし あり 
居住 通学・下宿 カレッジ 通学・寮 
− 28 −
教員 専任教員 39 名 
協力教員 72 名 
専任教員 58 名 専任教員 45 名 
研究員 30 名 
技術補佐員 30 名 
非常勤 あり なし なし 
学部開講科目数 67 科目 64 科目 23 科目 
学期制 クォーター制 
（8 週間×3） 







修士修了単位数 30 単位制なし 90ECTS 
初年次数学比率 12／59＝20％ 物理の一部 6/8=75% 
卒業研究 研究室 個人研究 個人研究 
教育単位 科目 モジュール 科目 
学部 4 年 3 年 3 年 
修士 2 年 1 年 2 年 
教授言語 日本語 英語 英語（ドイツ語） 


























 ケンブリッジ大学とチューリッヒ工科大学は、専門に特化した 3 年間の学部教育である。
特に、チューリッヒ工科大学では、数学の比重が高く、初年次履修科目の 4 分の 3 が数学
である。これに対して、東京大学では、入学後、1 年半の教養教育を含む 4 年間の学部教
育である。教養教育では、半分が文系科目に当てられている。大学入学後の理数科に対す
る集中度の違いが、その後の専門教育に与える影響の違いについて、関心が持たれるとこ
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があるとは言え、国立シンガポール大学が設立されたのが 1980 年、南洋工科大学が 1991
− 33 −
年である。その他、2000 年以降に設立された Singapore Management University、
Singapore University of Technology and Design、Singapore Institute of Technology、
Singapore Institute of Management は、いずれも、大学名から明らかなように、工学と
経営学に特化した大学であり、高等教育が、国家的な人材育成目標に沿って、設計されて
いることが分かる。2015 年、QS による世界大学ランキングで、国立シンガポール大学は
12 位、南洋工科大学は 13 位という結果が出ており、アジアのトップである。また、Times 
Higher Education では、国立シンガポール大学 26 位、南洋工科大学 55 位という結果に
なっている。 
 現在、南洋工科大学の学長である Bertil Anderson によれば、彼が就任した 2006 年、
大学は教育機関であり、組織も人事も旧態依然としており、対外的な評価も高くなかった
（Anderson 2017）。大学が、現在の地位を築いたのは、政府が研究開発を成長のための
















































       表 1 NUS と NTU の概要 
 NUS NTU 
設立 1980 年 1991 年 
QS (2018) 15 位 11 位 
THE (2018) 22 位 52 位 
学部数 11 6 
学部学生数（2017） 28,131 23,753 
大学院学生数(2017) 10,406 7,636 
教員数(2017) 2,522 1,726 
外国人教員(2017) 60% 69% 









































(2)NUS-Yale College ディレクター 
 2013 年、国立シンガポール大学は、イェール大学と共同でリベラル・アーツ・カレッジ
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 UNESCO のデータによれば、タイの大学進学率は、ほぼ日本の 10 年遅れで推移してお




 さらに、2003 年から 2012 年までのアメリカにおける博士号取得者数は、2,421 名とな





















     
 
 
図 1 大学進学率の推移 (UNESCO Institute for Statistics) 
 





 同じ報告によれば、1970 年には、55,000 人が国公立大学に在籍していたタイの大学生
数は、2000 年には 180 万人にまで増加し、その内訳は、国公立大学に 90 万人、私立大学
に 20 万人、地域総合大学に 50 万人となっている。すなわち、タイでは、30 年間で、国




 UNESCO Institute for Statistics によれば、2015 年度、タイの大学生の数は 200 万人
であり、工学を専攻している学生の割合は 19.7%である。1 学年当たりの学生数は、およ



















































19 学部に 25,000 名の学部生、13,000 名の大学院生、2,800 名の教員を抱える。チュラロ
ンコン大学に次ぐ大学として、1934 年設立のタマサート大学は、19 学部に 3,000 名の学
部生、6,000 名の大学院生、2,000 名の教員を抱えているが、理系学部の設立は 1980 年代
になってからである。 
 1964 年設立のチェンマイ大学、コンケン大学は、いずれも地域振興を目的に設立された
拠点大学であり、それぞれ、20 学部に 29,000 名の学部生と 9,000 名の大学院生、2,000
名の教員、22 学部に 30,000 名の学部生と 10,000 名の大学院生、2,200 名の教員を抱える。 
 これらの大学と比較して、首都に位置するキングモンクット工科大学トンプリー校
(KMUTT)は、その前身が工業専門学校であり、1986 年に大学への昇格が認められた。現
在では、12 学部に 1,200 名の学部生、6,000 名の大学院生、500 名の教員を抱える。KMUTT
に特徴的なことは、1998 年、他大学に先駆けて、大学法人となったことであり、その自由
度を生かして、先進的な取り組みを行ってきたことが高く評価されている。 
 各大学工学部の基本的な概要は、表 1 の通りである。インタビューは、学部長、教務委
員長、教員に対して、半構造化によって実施された。 
 
(1)チュラロンコン大学（2016 年 11 月 21 日）准教授・工学部長 
教育 
 工学部の中では、化学系が人気である。学部生は、夏季に海外でインターンシップを行










ジェクト CNET や AUN に協力してきた。 
教員 





表 1 工学部調査の結果（空白は回答なし） 
 チュラ タマサート KMUTT チェンマイ コンケン 
学部生 3729 名 1840 名 1200 名 3600 名 2800 名 
大学院生 1551 名 428 名 6000 名 250 名  
大学院進学
率 
  20-30％ 11％  
女子学生 26％ 40％ 40％  40％ 
海外学位 
取得教員 





国際工学部 9 学科 
33 専攻 
50 名 160 名 
ダブル・ディ
グリー 





66 名 14 名 800 名 50 名  
短期研修（海
外へ） 
22 名 10 名 150 名 50 名  
インターン
シップ 















   CDIO   
   企業研修担当   
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 教員は、企業のコンサルタントとしても働いている。教員の 2 割、学生の 4 割は女性で
ある。 
 
(3)チェンマイ大学（11 月 24 日）教務委員長 
教育 
 入学定員の半分は地域枠で、残り半分が全国枠である。国際コースは、1 学年 50 名の定
員である。これまで、タイ人が中心であったが、近年、中国人学生の数が 10 名になった。
















 164 名の教授のうち、タイで博士号を取得したのは 10 名のみである。 
 














大変、役に立つ。今後も、この傾向は続くと思われる。教員 150 名のうち、4 割が女性で
ある。学生も 4 割が女性である。 
 
(5)キングモンクット工科大学・トンプリー校(KMUTT)（12 月 26 日）助教授・工学部長 
教育 
 学部学生の 8 割は、全国統一テストとは別に、KMUTT が直接、入学選抜を行っている。








CDIO に加盟している。また、アメリカの Olin College の教育方法を参考にしている。 
学部学生は、8 週間のインターンシップが必修である。インターンシップの内容は、大学













 教員の 35％は女性である。博士号を保持している教員は、7〜8 割であり、その 8 割は
海外からである。日本の大学で博士号を取得した教員が 87 名いる。 
 
4. まとめ 






いないということは、高等教育の大きな課題である。World Bank Data によれば、2015
年度、タイにおける研究開発要員は、100 万人につき 874 人であり、1996 年度の 101 人
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口が 2400 万人で、一人あたりの GDPが日本の 1.6倍という高所得の国である。そのため、
オーストラリアが、高等教育において、どのような方針を持ち、どのような実情にあるか
は、高等教育モデルの一つとして、非常に興味が持たれるところである。そこで、2015
年 8 月〜9 月、筆者は、シドニー大学・メルボルン大学・シドニー工科大学を訪問し、大
学の現状、グローバル化について、調査を行った。本章はその報告である。 
 1850 年設立のシドニー大学はオーストラリア最古の名門大学であり、2018 年度、Times 
Higehr Education によるランキング世界 61 位、 QS によるランキングが世界 50 位であ
る。これに対して、1853 年設立のメルボルン大学は、2018 年度、Times Higher Educaiton
によるランキングが世界 32 位、QS によるランキングが 41 位であり、研究大学としては、
シドニー大学よりも評価が高い。また、シドニー工科大学は、大学昇格が 1988 年である
ものの、2018 年度、Times Higer Education によるランキングが世界 201 位から 250 位、
QS によるランキングが世界 176 位であり、Times Higher Education、QS ともに、オー









(1)メルボルン大学・高等教育研究者（8 月 24 日） 
学部教育 
 国内学部学生の授業料は、3 分の 2 が連邦政府からの補助であり、3 分の 1 が学生負担
である。多くの学生は、授業料を支払うために、ローンを利用しており、卒業時の負債が




























(2)メルボルン大学工学部・副学部長（8 月 25 日） 
学部教育 
 現在、学部教育は、従来の 4 年制から、学士 3 年・修士 2 年への移行期である（参考 中
世古他 2016）。工学部の学生は 4,500 名であるが、他学部の履修生を含めると 10,000 人
を超える。国内学生の数は補助金との関連で規制されているので、工学部が発展するため
には、海外からの私費留学生の存在が不可欠である。私費留学生の授業料は年 32,000 ド
ルである。国内学生の授業料は年 24000 ドルで、そのうち、連邦政府からの補助が 16,000
ドル、学生の負担が 8,000 ドルである。国内学生は、自己負担部分をローンにし、就職後、
時間をかけて返済する。授業料に対する個人補助以外、連邦政府から大学への機関補助は




 1 学年 1200 名のうち、アメリカやイギリスの博士課程に進学するのは、毎年、10 名に
しか過ぎない。教員の 7 割はオーストラリアで博士号を取得している。さらにその 2 割は




























は、週 20 時間までである。 
グローバル化 
 学生の半分は留学生である（学部で 3 分の 1、大学院で 3 分の 2）。留学生の内訳は、




















はない。Australian Research Council に似たようなものがあるが、一つの分野が広すぎ
て、学科に対応していない。また、国際的な QS の学科評価は信頼できない。 
 企業出身の教員は 3 名のみで、産学連携や就職支援を担当している。いずれも兼業であ
る。健康・地域・持続可能性が大学のミッションであり、工学部の将来計画も、それに沿
っている。ヨーロッパの認証評価団体である ASIN の認証を受けているが、審査料が高い。 
その他 
 自分は東工大の外部評価委員である。工学部はアジア地域の有力工学部リーグである
AOTULE、世界的な工学部リーグである Global E3 のメンバーである。 
 





18 ヶ月間、月 1 回のエグゼクティブ・プログラムである。10 日間のアジア研修もある。 
 フルタイム学生は 35 名のみであり、留学生が 25 名である。フルタイムは、1 年間のプ
























(6)シドニー大学副工学部長（8 月 31 日） 
教育 

























(7)シドニー大学大学院部長補佐（9 月 3 日） 
大学院 
 コースワーク修士が大学の収入源である。博士課程の学生は、3 分の 1 が大学から、3




ある。オーストラリアの有力大学 G8 間でベンチ・マーキングを行っている。 
 
(8)シドニー大学・経営学部長（9 月 3 日） 
大学院教育 
 修士全体で 9000 名の学生のうち、留学生が 75％である。中国では、物流やマーケティ
ングの専門家に対して、大きな需要があるが、国内で教育機会がないため、オーストラリ
アへ来ている。現在、MBA はパートタイムのみで、学生数は 50 名である。2017 年度よ
り、フルタイムの学生を受け入れる。そこでは、リーダーシップやコーチングに力を入れ
る。EMBA（エグゼクティブ MBA）には 20 名の学生がおり、インド、イギリス、シリコ
ン・バレーで研修を行っている。 
 マネジメント修士は 40 名で、多くが留学生である。国際マネジメント修士課程は、国
際的な団体である CEMS に加盟しており、ヨーロッパの大学や清華大学、慶応大学への
交換留学が必須である。入学選抜が厳しい。商学修士は、毎年、500 名の入学者を受け入











(9)シドニー工科大学(UTS)工学部長（9 月 1 日） 
学部教育 














 留学生は、学部で 25％、大学院で 70％である。留学生の授業料は年 28000 ドルで、他
大学よりも安い。中近東からの留学生は、政府による派遣が多い。交換留学生派遣は、毎
























































第 7 章 国立台湾大学におけるグローバル化 
 
1. はじめに 












 台湾教育部によれば、2016 年度、台湾の大学への留学生は、11 万 6 千人となっており、













な関心が持たれるところである。そこで、本章は、2015 年 5 月、筆者が、台湾のトップ
大学である国立台湾大学を訪問し、工学部・ビジネススクール・獣医学部の実情を調査し
た報告である。 
 国立台湾大学は、2017 年版 THE の世界大学ランキングで 195 位であり、アジア版では











































(2)電気学部副院長（5 月 20 日）（電気学部は工学部から独立したものである） 
学部教育 




















(3)管理学部副院長（5 月 19 日） 
教育 
 学生数 3,700名のうち、56％が学部生である。61名の留学生は、英語コースである Global 















 交換留学は、送り出しと受け入れ、それぞれで 150 名である。国立台湾大学全体で、学
部交換留学生の送り出し・受け入れは、それぞれ、図 2、図 3 の通りである（国立台湾大
学ウェブ・サイト wwww.oiasystem.ntu.edu.tw）。双方ともフランスの大学が多い。外 
 
図 2 交換留学による送り出し（学部） 
 































 アメリカへの MBA 留学は、以前、盛んであったが、台湾の景気がよくなったこと、台







(4)獣医学科院長（5 月 20 日） 
獣医学教育 
 台湾では獣医学教育が 5 年制である。現在、制度の見直しが行われている。台湾には 4
つの獣医学校がある。それぞれの入学定員と教員数は以下の通りである。 
 国立台湾 60 名 37 名 
 国立中興 80 名 53 名 
 国立嘉義 40 名 15 名 
 国立屏東科技 100 名 30 名 
 獣医学教育において、臨床が不足している問題は、台湾も、日本と同様である。2008
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2014 年 9 月 9 日 インド工科大学デリー校工学部 
2014 年 9 月 15 日 インド経営大学バンガロール校 
2015 年 3 月 9 日—13 日 カリフォルニア工科大学 
2015 年 3 月 15 日—20 日 カリフォルニア大学バークレー校 
2015 年 8 月 24 日−28 日 メルボルン大学 
2015 年 8 月 31 日−9 月 3 日 シドニー大学 








途上国にとっては利益である(Chang 1992, Yoon 1992, Song 1997, Zweig 2006, Chacko 





























人であった（(NSF 2013a: Table 18)。 
 1991 年から 2011 年まで、アメリカにおける外国人博士号取得者のうち、中国人は 26.9%、
インド人は 11.8%、韓国人は 9.5%、台湾人は 7.2%であり、ほぼ半数を占めている（NSF 




 Time Higher Education や QS、ARWU などの世界大学ランキングに示されるように、
アメリカの有力大学は常に上位にランクされる。そのため、アジア人留学生を含む外国人
留学生は、アメリカがイノベーションの中心であり、多くの情報や研究機会、優れた指導
者を得ることができる場所であるという認識を持っている（Han et al. 2015: 8, Wadhwa 
et al. 2009: 12）。留学生は、さらに、教育を受ける上で、アメリカの大学の自由闊達な雰
囲気や異なる意見に対する寛大さを評価している（Hans et al. 2015: 12）。韓国の学者が
指摘するように、韓国人にとって、アメリカの大学院への進学は、韓国の大学の非民主的
な環境からの逃避でもある（Kim 2011: 118-119）。 
(2)大学院生への経済的支援 
 アメリカの理工系大学院博士過程は、経済的支援が充実している。2013 年に、博士号を
授与された外国人留学生のうち、生命科学で 2%、工学で 1.6%のみが私費である（NSF 





いることも、留学生にとって魅力である。2003 年と 2004 年のポスドク 2,200 名について






とは比較にならないほど多い（Szelenyi 2006: 76）。2001 年から 2011 年まで、理工系分
野において、中国人留学生の 85%、インド人留学生の 82%は、博士号取得後 5 年以上、ア
















同じ条件で競争させることとなったのである（Marginson 2006: 24-35）。 
 
5. 中国 変わりゆく状況 
 中国は、歴史的にアメリカへの理工系人材の供給源である。2008 年度、アメリカの理工
系大学院において博士号を取得した者の出身校上位 10 校のうち、4 校は清華大学、北京大










2004 年まで、教育部は、世界中で、研究業績の顕著な 537 名を長江教授として任命し、
− 72 −
国際的な研究協力を推進している。 





 これまでのところ、中国政府の高等教育政策は成功している。Times Higher Education
によれば、2015 年度、アジアのトップ 100 大学中、中国は 21 大学を占め、他のどの国よ
りも数が多い。図 2 に示されるように、理工系の博士号授与数で、中国は、すでに 2007


































































部段階での留学生が増えていることに示される。2013 年度、アメリカにおける 37 万人の
学部留学生のうち、中国人は 30%を占めていた（IEE 2014）。さらに、中国人学部留学





























この割合は、2025 年までに 40%になると予想されている（Agarwal 2011: 56）。理工系
人材の育成に関して、インドの高等教育に特徴的なのは、学生の高い数理能力と 16 の分
− 75 −
校を持つインド工科大学(Indian Institute of Technology: IIT)の成功である。IIT は、毎年、






を希望する。これは、2014 年 3 月、筆者が、IIT デリー校で、副工学部部長に対して実施
したインタビューでも確認できた。彼によれば、毎年、卒業生のうち、アメリカの大学院
に進学するのは 10%である。多くの学生は、就職に関心がある。2014 年度、IIT ボンベイ
校では、8 割の学生が就職支援に登録した(IIT Bombay 2015)。また、大学院進学する場合
も、人気があるのは、理工系よりもインド経営大学(Indian Institute of Management: IIM)
などのビジネス・スクールである（Varma and Kapur 2013: 327）。2014 年 3 月、筆者
の訪問調査によれば、IIM バンガロール校の入学者のうち、工学部出身者が 7 割であった。
このため、多くの IIT が大学院生を確保するのに苦労している。 
(2)インドへの帰国 
 IIT 卒業生のトップは、シリコン・バレーの IT 企業から高い給与で雇用されることが知
られている。しかしながら、全体としては、近年、インドに残る卒業生、あるいは、海外



















 2014 年度、IIT デリー校では、理工系分野 461 名の教員のうち、317 名はインドの大学、










ける理工系博士号取得者数において、コーネル大学や UC バークレー校を抜いて、第 3 位
となった（Gaule & Piacentini 2011）。 
 ただし、韓国人の博士号取得者が中国人と異なるのは、多くが母国に帰っていることで
ある。そのため、ソウル国立大学工学部教員の 76.8%、KAIST の教員の 83.2%、浦項工
科大学(POSTECH)の教員の 85.6%は、アメリカで博士号を取得している（Kim 2010）。
これらの研究者が、韓国の研究レベルをアメリカのレベルに近づけ、韓国の高等教育をグ
ローバル化する契機となっている（Lee & Kim 2009: 638-639）。 
 台湾も韓国と共通点が多い。2015 年、国立台湾大学工学部のウェブ・サイトによれば、

















8. シンガポールと香港 グローバル化の頂点 
 シンガポールと香港では、従来、政治的な環境が異なっていた。シンガポールが緩やか
な権威主義と儒教主義に基づいていた一方（Nasir and Turner 2012: 343-344）、香港は、




 2013 年度、UNESCO 統計局によれば、国外への流出が、香港が 11.4%、シンガポール
が 8.9%、海外からの流入が、香港は 8.9%、シンガポールは 19.2%であった（UNESCO 
2015）。これらの数字は、アジア諸国の中で最高である。特に、シンガポールにおいて、








 また、国立シンガポール大学は、2015 年度、アメリカの 58 の有力大学と交換留学協定
を持ち、11 のダブル・ディグリーを実施している（大学ウェブ・サイト）。国立シンガポ
ール大学は、International Alliance of Research Universities や ASEAN University 
Network、Asia-Pacific Research Universities、Association of Pacific Rim Universities、
Universitas 21 などの国際的な有力大学の団体に加盟している。2016 年 3 月、筆者が、
教育担当副学長に対して実施したインタビューによれば、教員の 5 割が外国人であり、そ
の多くは、中国・インド・東南アジア出身である。この数字は、大学の方針の結果である






 香港について、香港大学を取り上げる。2013 年度、学部段階における留学生は 24.4%





























表 1 人材移動の類型 
 人材流出 人材獲得 人材還流 
アメリカ  ○  
中国 ○  ○ 
インド ○   
台湾 ○  ○ 
韓国 ○  ○ 
シンガポール ○ ○  
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 アメリカにおける STEM 教育の苦境や学力不足を、アジア諸国は、他岸の火事としてみ























第 1 章 2016 年 5 月香港大学 
    Higher Education Research Association における研究発表 
    ”STEM Undergraduate Education Reform in the United States”を改定 
 
第 2 章 2017 年 9 月インドネシア・メダン 
    The 2nd Annual International Seminar on Transformative Education and 
        Educational Leadership における招待講演  
    “STEM Education Reform in Knowledge Society”を改定 
 
第 3 章 2017 年 6 月広島大学 
    大学教育学会ラウンドテーブルにおける報告 
    「ヨーロッパのエリート大学における物理学教育」を改定 
 
第 4 章 2016 年 6 月大阪大学 
    日本比較教育学会における研究発表 
    “Globalization by Design: The Case of the Singaporean University”を改定 
 
第 5 章 2017 年 5 月東北大学 
    日本高等教育学会における研究発表 
    「中進国タイの高等教育発展モデル」を改定 
 
第 6 章 書き下ろし 
 
第 7 章 書き下ろし 
 









The Globalization of Higher Education 





    Spurred by the World University Rankings, universities worldwide are striving to 
become World Class Universities (WCUs).  Accordingly, the perception prevails that the 
strong governmental intervention into higher education is preferable to the chaos of the 
market mechanism in establishing WCUs.  This monograph confirms this perception 
regarding the success of Singaporean and Chinese research universities.  
    This monograph also documents the diversity of the globalization of higher 
education in Asia in spite of the growing pressure to conform to the standards set by the 
U.S and the U.K. Thailand is focused on the training of domestic workforce, Australia is 
taking advantage of privately funded students from Asia, and Taiwan is connecting to 
Southeast Asia, the U.S. and the Greater China in its own way.   
    There persists a great gap between American and Asian education.  American 
students are motivated and good at communication skills but often lack basic academic 
skills.  Asian students obtain high scores on international tests but often lack 
engagement in learning.  To produce innovation, both expertise and engagement are 
necessary. 
    Today, pedagogical theory is revealing the reason for the lack of innovation in Asia.  
Innovation requires inner motivation, encouragement, and collaboration.  The excessive 
attention to examinations and authoritarian attitude of teachers in Asia inhibit creativity 
and collaboration.  The knowledge society requires the transformation of the existing 
education in Asia, in which active learning can provide the solution. 
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